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１．技術等の概要 

本件は、地下水流動及び放射性核種移行の観測、解析の結果を 3次元で可視化する総合的な地下水管

理システムを提案する。 

本提案は、提案関係機関（代表：リバーフロント研究所）において、目視の難しい表流水・地下水一

体の水循環に関し、これを観測し、水循環状況を解析し、わかり易くビジュアルに可視化する総合的な

技術分析・施策評価提案システムとして研究開発しているものである。 

提案に含まれる観測技術による地下水、核種の観測結果や、既往の地形、地質、構造物、水文等の各

種資料に基づき、見えない水循環の状況を物理法則に従って空間３次元、過去～現在～将来予測の時間

軸の場での表流水・地下水の流動状況を量的、質的に解析し、解析結果は、技術の専門ではない施策決

定責任者にも体感的にわかり易くビジュアルに可視化する技術群から構成されている。 

総合的な表流水・地下水一体の解析・可視化・施策提案を行う技術システム群としては、世界の最先

端を行くものと考えている。 

福島第一原発の汚染水対策を念頭に置いた場合、現状の地下水（汚染水）流動状況の把握、対策工を

行った場合の地下水（汚染）状況の評価が可能である。現在の対策工（陸側遮水壁(凍土壁)、サブドレ

ン）の詳細な事後評価、事後検証が可能であるとともに、将来の対策工を実施する上で、複数の対策工

の事前評価、効果検証が可能であり、最適な将来対策工の選定が可能である。 

その概念図は、図 1の通りである。 

 

 

図 1 地下水、放射性核種の観測、解析、可視化の総合管理システム 

(注)相互連関に関して、地下水及び核種の循環解析は、観測データに基づき、地形地質モデルを構築した上で行う。 解析結果は、観測

データと突き合わせて、結果の精緻化のため、キャリブレーションを実施する。 地下水、核種の循環状況の可視化は、解析結果に基づ

き、実施する。 可視化された地下水、核種の循環状況から、観測地点の精査を行う。  

 

本提案書（１）「現在及び将来の地下水・放射性核種の循環解析」で示す解析に関する技術を用いる

と、福島県第一原発近傍の地下水の流動制御及び放射性核種の漏出対策のため、地下水及び放射性核種

の挙動を把握可能である。 

建物建屋への地下水の流入抑制のため、遮水壁の構築、地下水の抽出が検討されているが、このよう

な構造物や人為的な水利用変更をモデルに組込むことで、様々な施策の実施による地下水流動の変化を

(1)解析 

(地下水、核種) 

(3)観測 

(地下水、核種) 

(2)可視化 

(地下水、核種) 
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予測可能である。 

（２）「現在及び将来の地下水・放射性核種の可視化」で示す可視化に関する技術を用いると、表流

水と一体となった地下水の水循環の全体像を 3次元可視化することを通して、非専門家の施策の意思決

定者であっても、現在の水循環構造を理解可能である。このように、科学的知見に基づいた解析の結果

を分かりやすく表示することを通して、建物建屋地下への地下水流入を抑制する最適な施策の方向性を

明らかにできる。 

（３）「現在の地下水・放射性核種の観測」で示す観測に関する技術を用いると、地下水は、ボーリ

ングを行うことなく地上からの新電気探査法により、賦存分布、建屋やタンクからの漏水場所がピンポ

イントで特定可能である。放射性核種は地中の放射線量測定、GE半導体を用いた広域用地表面のγ放射

能迅速測定法を利用して、把握可能である。 
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（１）現在及び将来の地下水・放射性核種の循環解析 

１）特徴 

ここで提案している 4次元水循環マネジメントシステムは、表流水、地下水の流動を一体的に、空間

３次元及び、過去、現在、未来の時間軸で、解析できるシステムである。その 4次元水循環マネジメン

トと一般的な解析との相違は、表 1の通りである。 

 

表 1 4次元水循環マネジメントと一般的な解析との相違 

一般的な解析  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4次元水循環マネジメント 

一般的な浸透流解析  

・地下地層媒体中の水の流れのみを解く。 

・地上面における地下水涵養量を境界条件と

して与えなければならない。  

・空気の移動、水との相互干渉は考慮されな

い。 

・しみこみは、境界条件で設定されるが、湧

出後の地下水の解析は行われない。 

 

 

・陸域における水循環システムを多相多成分流

体系として定式化し、地上および地下の水の流

れを一体化（相互交換挙動）した解析が可能。 

・地上面に地下水涵養量を境界条件として与え

る必要がない。  

 

 

 

 

・堤内外の区別はなく、地表水流動モデル（拡

散波近似）で一体的に解かれるので、水の挙動

は地形および水面勾配によって算定される。 

・水の挙動の計算上、堤内外の越流条件を与え

る必要がない。 

・また、地下水との相互作用を考慮できるので、

河川水の伏没・湧水の表現が可能となる。 

・水に乗って流動する浮遊砂、核種の解析も同

時に可能。 

 

一般的な流出解析（分布型）  

・河道内の洪水流、堤内の氾濫流を解析する

様々なモデルがあり、それぞれは、別々に解

かれる。  

・河川からの越流は、越流条件（越流公式）

により判定され、堤外から堤内へ水を出し入

れする。  

・多くの場合、地下水との相互作用を考慮さ

れていない。  

結果の表示 

・一般的には、専門家向けのグラフ化など。 

 

 

 

・非専門家でも理解しやすい 3次元可視化。 

 

 

  

表流水と地下水の流れを一体的に解析 
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２）仕様 

①解析手法 

本業務で構築する水循環モデルは、表流水・地下水一体の水循環の全体像、将来像を科学的に解析し、

放射性核種による地下水への影響の事前把握、水循環の観点から優先的に対策を実施すべき場所の想定

に資するものとする必要がある。 

本業務では、以下の要件を満足する「統合型水循環シミュレータ」を採用する。 

 

1)地下水盆の立体構造を組み込むことが可能である。 

2)表流水・地下水一体の水収支を解析可能である。 

3)汚染物質（特に放射性核種）の移流、拡散、吸着、放射性崩壊、土砂移動等を組み込むこと 

が可能である。 

4)表流水・地下水の流動速度、日変動、季節変動等に対応した時間軸の設定が可能である。 

5)物理法則に基づき、解析結果の検証が可能である。 

6)モデルの詳細化、土砂移動、栄養塩、熱等の解析要素の追加が可能である。 

7)河川水や地下水利用等の水利用システムを考慮することが可能である。 

8)実用レベルで高速計算処理が可能である。 

 

 

4次元水循環マネジメントの概念モデルは図 2の通りである。 

 

図 2 4次元水循環マネジメントによる解析の概念図  
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表流水、地下水、放射性核種の挙動を示す物理法則に基づいた挙動の方程式群の一例は以下の通りで

ある。下記方程式群は、目的に応じて、組込み可能である。 

 

支配方程式  

地上流体  

 

 

(マニング型の開水路流れを記述する浅水波方程式に拡散波近似を適用)  

地下流体  

 

(水、空気 2相 2成分流体系にダルシー型の流速公式を適用) 

放射性核種 水相中の放射性核種(Cs134、Cs 137) 
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浮遊砂に吸着した放射性核種(Cs134、Cs 137) 
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表土層（土砂交換層）中の放射性核種(Cs134、Cs 137) 
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（注）地表水中を乱流拡散によって輸送される放射性核種の挙動は、水相中の溶存態核種、浮遊砂に吸着した懸濁態核種

の形態をとり、地表水及び浮遊砂のそれぞれの移流拡散方程式に放射性核種の生産・消滅項を加えた上式で表される。ま

た、浮遊砂の供給源となる表土層（土砂交換層）中では、放射性核種の物質収支は上式により記述される。 

 

Cs以外の放射性核種に関しては、放射性廃棄物のピット処分場からの放射性核種の移行を評価する際

に利用される手法を活用する。その手法においては、廃棄物層（例えば貯水タンク）からのストロンチ

ウム等各核種の浸出率を表す放出係数のデータを用い、帯水層の地下水への浸透量を求め、その後は、

地下水流速により各核種が移行し、河川または海へ流出することを考える。この場合、帯水層の土壌空

隙率データを用い、帯水層に残存する核種数量を評価する必要がある。 
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②解析可能な項目 

解析可能な項目は、地下水の流動経路、流動速度、時間応答、地下水に付随した浮遊砂の移動や核種

の移流拡散である。 

地下水の流動経路の分析事例としては、図 4で、鳥取県東部の千代川流域の地下水の流動解析結果を

示す。 

 

図 4 地下水の流動経路の分析結果イメージ（鳥取県東部千代川の事例） 

(注)左図は深層帯水層の流線図《揚水が無い場合》であり、右図は深層帯水層の流線図《揚水がある場合(H17)》である。 

 

 

３）性能 

①解析密度 

大きな水循環域及び地盤沈下発生域での表流水、地下水の挙動を把握できるように、格子サイズは、

平面的には、河川、山岳地、平野、特に重要な地域などに応じて離散化を行い、鉛直方向には土壌・岩

層分布などに応じて地下深部まで、大きさを変化させて離散化を行うものとする。 

平面での格子サイズについては、理論的には数ミリ単位から数キロ単位で設定可能である。実際の分

析では、分析対象地域にある構造物や地盤沈下状況などの人工構造物の要素を再現する上で、グリッド

水準にあわせて設定するものとなる。 

 

②解析時間 

現在開発済みの計算システムを活用する場合、計算に必要な時間は流体相、流体成分、モデル格子の

規模、物性値、外力条件により相違する。一定条件の外力を与えた領域初期化を行う場合、現在のシス

テムでは、計算時間は表 2の通りとなる。 

  

地下水位観測点

事業所揚水地点

地下水

地表水
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表 2 現行システムの計算時間 

計算格子数 流体相、成分 計算時間 

10～30万 2相 2成分 数時間～24時間 

30万～80万 2相 2成分 24時間～3日 

100万～200万 2相 2成分 24時間～5日 

200万～300万 2相 2成分 5日～7日 

300万～500万 2相 2成分 7日～10日 

500万～ 2相 3成分 7日～ 

(注)100万～は並列計算での計算時間である。 

 

③解析精度（観測値と予測値の比較表） 

現在の水循環の解析結果として、木曽川の基準点である笠原において、河川流量の観測値と解析値の

比較結果は、図5の通りである。検証期間5年間における流量変動に対して、解析流量が観測流量を概ね

良好に再現していることが確認される。 

 

図5 河川流量の解析値と観測値の比較 

 

図6は、現時点の濃尾平野のG1礫層の地下水位の観測値と解析値の比較結果である。濃尾平野の主要

な地下水観測井において、解析水位と観測水位との差異は5m以内であり、解析水位は長期的な水位の変

動傾向を概ね良好に再現している。 
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図6 地下水位の解析値と観測値の比較 

 

４）保有者 

解析技術は一般公表されており、誰でも利用できるものである。(公財)リバーフロント研究所、

八千代エンジニヤリング（株）は、補足資料に示した通り、国交省などで豊富な業務経験を有す。 
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（２）現在及び将来の地下水・放射性核種の可視化 

 

地上、地下を移動する水の循環や、水循環を通して流動する放射性核種の循環の状況は、直接見るこ

とができないため、専門家でなくても分かりやすく理解できる見える化が重要である。表流水・地下水

一体の水循環及び、土砂や放射線核種の物質循環の解析結果を可視化する「水循環可視化システム」

は、施策の適切な立案、意思決定や流域住民等の関係者の意識共有、合意形成に貢献可能である。 

 

１）特徴 

本システムの特徴は、第 1には地下の状況も表示できる GIS上で、水循環と関連要素の状況を、任意

の視点から空間的にビジュアルに表示すると共に、その時間変化を表示可能であること、第 2にはこの

システムの座標系は世界座標系(WGS84)であること、第 3 には地理情報に関する規格を策定する業界団

体である OGC(The Open Geospatial Consortium)に認可された NetCDF(Network Common Data Form)形式

で作成することから、新たな解析データなどについても、可視化の対象として、容易に拡張可能である

ことである。 

 

２）仕様、性能 

本可視化システムは、以下の諸点が可能である。 

①専門家でなくても容易に理解可能、システムを操作可能 

②水循環の立体的な状況を容易に理解可能 

③水循環域の水資源ポテンシャルを容易に理解可能 

④地下水の流動経路を容易に理解可能 

⑤水収支を容易に理解可能 

⑥広範囲から局所まで多様な縮尺での表示が可能 

⑦時間変化が表示可能 

⑧多様な情報の重ね合わせが可能 

⑨施策による地下水位回復効果を容易に理解可能 

⑩今後のシステム拡張可能性 

表 3 現在及び将来の地下水・放射性核種の可視化の仕様、性能 

項目 仕様、性能 

①専門家でなくても

容易に理解可能 

 

・意思決定、合意形成の円滑化に資するものであり、施策の意思決定者や流域

住民に地下水、地下水盆の状態を分かりやすく表示可能。 

・水循環や GISの専門知識をもたない利用者であっても、容易に操作可能。 

・目に見えない地下水の流動、地下水位等の表現をウォークスルーの要領で可

視化することにより、専門家でなくても地下水の水循環の状態を実感をもって

理解可能。 

・地上と地下を区別するとともに、深度により流速の異なる地下水の流れを考

慮した描画とすることで、地下水の流れを分かりやすく表現可能。 

②水循環の立体的な

把握 

・地下水の立体的な流動構造を把握するため、地下水盆の規模や地下の多層構

造に応じて、水循環の 3次元構造を理解しやすく表示。 
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 ・3次元の解析結果を、地下も表示可能な GISを用い、解析結果に応じたスケ

ールや視点(地下から地表を見上げる視点を含む)で、解析対象の立体的な構造

をビジュアルにアニメーション表示し、容易に理解可能。 

③表流水や地下水、

汚染物質の移動経路

の理解が可能 

・直接目にすることができない表流水や地下水、その流動に伴い移動する放射

性核種がどこから来てどこへ移動していくのか、その因果関係を時間的、空間

的に分かりやすく表示可能。 

・汚染水対策に向けて、“地下水が、どのくらいの速度で、どこから来て、ど

こに流動するのか”を分かりやすく表示可能。 

・今後、放射性核種が漏出する想定をおき、流動経路を分かりやすく表示可能。 

④水循環域の水資源

賦存量を容易に理解

可能 

・施設建屋への地下水流入を想定する上で、水循環の観点から水資源賦存量を

分かりやすく表示可能。 

・水循環解析結果から、水資源の賦存量と分布域を表示可能。 

⑤水循環域の水/物

質の収支の理解が可

能 

・水循環の適切な理解のため、流量や流量変化等の水収支、放射性核種の収支

の状況や、収支の時間的な変化を把握可能。 

・河道区間毎に流入、流出の収支を示す水収支図の作成、主要地点の水収支の

時系列変化のグラフ表示が可能。 

⑥広範囲から局所ま

で多様な縮尺での表

示が可能 

・地方ブロックや県などの広域的な範囲から、福島第一原発の近傍など局所的

な領域にわたって分かりやすく表示可能。 

⑦時間変化が表示可

能 

・過去から現在の変化や将来の予測などの経時変化を沿って分かりやすく表示

可能。 

⑧多様な情報の重ね

合わせ 

 

・水循環に関連する地形、地質、土地利用等の情報と、流動経路を重ね合わせ

てわかり易く関連性を表示可能。 

・地下も表示可能な GISを用い、水循環に関連する地形、地質、土地利用、気

象、水文、水利用等の情報と表流水、地下水や汚染物質の状況を地理的に重ね

合わせて分かりやすくビジュアルに表示能。 

・理解しやすくするために、流域界、ランドマーク等といった場所に関する情

報が表現可能。 

⑨環境変化や対応策

による水循環への効

果の把握 

・気候変動などによる自然環境変化、水利用、土地利用などの社会環境の変化

及び施策の効果による水循環や汚染物質の状況の変化を時間軸に沿って分か

りやすく示すこと。 

・対応策がなされた場合の水や物質の状況変化を、わかりやすく表示可能。 

・対応策がとられた場合と取られなかった場合の差異を、時間経過による効果

の変化も含めて表示可能。 

・画面分割による GIS上での同時表示、時系列グラフ上での同時表示が可能。 
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地下水の立体的な循環の解析結果のイメージは図 7で、関係要素との重ね合せのイメージは図 8の通

りである。 

 

 

図 7 地下水の立体的な循環の解析結果のイメージ 

 

 

 

図 8 関係要素との重ね合せのイメージ 
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可視化の表示性能 

可視化の表示に要する時間の測定に使用した OS、CPU、メモリ、HDD、ビデオカード等のコンピュータ

環境を表 4に示す。 

 

表 4  コンピュータ環境の条件 

OS 日本語版 Microsoft Windows7（64ビット）Professional 

CPU Intel Core i7 

メモリ 16GB以上推奨 

HDD 外付け HDDを含み 10TB以上の空き容量を推奨 

（格納するデータにより再見積り） 

ビデオカード NVIDIA GeForce GTX ｼﾘｰｽﾞより選定 

 

上記コンピュータ環境下における表示させる格子数と可視化に要する時間の関係を表 5に示す。 

 

表 5  表示させる格子数と可視化に要する時間 

表示させる格子数 可視化に要する時間 

100万 5秒 

 

なお、過去実績で表示可能な格子数は 2,800万格子である。 

 

 

３)保有者 

DioVISTA Groundwater上に地下水を可視化できる技術を開発したのは株式会社日立製作所である。こ

のDioVISTA Groundwaterの製品形名は「C-DS2C-DVGW」である。 
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(３)現在の地下水・放射性核種の観測 

（３－１）地下水の観測 

１）特徴 

電気探査は、地下水調査において物理探査法として広く利用され、地下の層序、層厚、地層境界、断

層等を比抵抗の変化から調査する手法である。この手法の特徴は、ボーリングを行うことなく地下水の

ピンポイント観測が可能な点にある。一般に岩石は水を含むと比抵抗が低下するが、一概に比抵抗だけ

から帯水層を判断することは困難である。 

新たに開発した本技術は帯水層の比抵抗値が周波数に依存することを実証したもので、低周波数

（100Hz 以下）でスウィープさせながら地盤に通電し、比抵抗値を測定、解析することにより帯水層の

位置、規模をピンポイントで把握するものである。 

これまで国内において地下水源開発、老朽ため池の堤防漏水調査、護岸堤防の漏水調査等、約 80 件

の実績がある。 

 

２）仕様 

新たに開発した周波数可変型多チャンネル電気探査装置（AQUA Visualizer1）の仕様は表 6の通りで

ある。 

表 6  探査機器スペック（AQUA Visualizer 1） 

最大通電電圧 400V 

通電電流 定電流方式最大 250mA 

通電周期 2、3、4秒／測定 

電極 4～255極まで可変 

電源電圧 DC12V 

探査可能最大範囲 探査測線延長 約 1km （深度約 400m） 

電極配置 電極配置は、手動モードで任意の電極配置設定が可能である。自動測定モードは

ダイポール・ダイポール法を採用している。 

【ダイポール・ダイポール法】 

一対の電流電極ともう一対の電位電極を離して配列する配置である。電流および

電位電極間隔が電流電極系と電位電極系の距離よりも小さくなり、ダイポール（双

極子）と考えるができるので、ダイポール・ダイポールは位置と呼ばれる。 

可探深度＝(N+1)a／2 

 

 

C1 C2 P1 P2 

a a na 

a : 電極間隔 

n : 隔離係数 

C1C2  : 電流電極 

P1P2  : 電流電極 
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３）性能 

①周波数と比抵抗の関係性について 

周波数と比抵抗の関係性を検証するために、サンプル実験を行った。サンプルは、試料の粒径や含水

比等を数パターン変えて周波数依存性を確認した。 

下図は、送信電流の周波数と比抵抗の関係を示したもので、図 9 は地下水のみ、図 10 は地下水＋黒

ボク土（含水比 60%）を一例として示す。 

 

地下水のみの場合、比抵抗値に周波数依存性がなく、ほぼ一定の値であることがわかる。これはサン

プル媒質が 100%地下水であるため、媒質中の粒子が及ぼす表面伝導の影響がなかったことを意味する。

つまり、媒質中に礫などの粒子が含まれることで周波数依存性が生じることがわかる。 

黒ボク土＋地下水の場合は、周波数に伴う比抵抗変化が現れる。同時に含水比を変えたパターンで実

験を行った結果、含水比の増加と比抵抗値の変化も確認することができる。間隙中に占める導電体の割

合が比抵抗の周波数依存性に影響することが判明した。同様に砂礫＋地下水のパターンでは、礫の粒径

の違いによる比抵抗変化も確認される。 

 

②帯水層モデル実験による検証 

アクリル水槽(W170×D30×H50cm)内に、素焼の器(W30×D22×H18cm)に砂礫と地下水を入れ、これを

帯水層とみなして黒ボク土の中に埋設してモデル実験を行った。この帯水層モデルの配置図は図 11 の

通りである。 

 

図 11  帯水層モデルの配置図 

図 9 地下水の比抵抗変化 図 10 黒ボク土＋地下水の比抵抗変化 
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帯水層モデルによる比抵抗断面図を図 12に示す。 

 

 

 

中央部の帯水層周辺の比抵抗変化を明らかにすることを目的として、インバージョン解析をするにあ

たり、影響を及ぼす可能性のある領域の測点を除きインバージョン解析を行った結果を図 13に示す。 

 

 

インバージョン解析結果に基づき、周波数帯において標準偏差分布を作成してみると下図に示すとお

り、特定の周波数帯で帯水層が存在する場所で大きく変動していることが判明した。図 14 において、

赤点線で囲む長方形が帯水層位置である。 

 

 

 

 

  

図 14  特定の周波数帯における標準偏差分布図 

図 13 インバージョン解析後の比抵抗断面図 

 

図 12処理前の比抵抗断面図 
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次に、インバージョン解析後に得られた比抵抗値を用い、ρH/ρL の値が特徴的な 2 つの周波数の組

み合わせによる周波数分布図を図 15に示す。帯水層位置において比抵抗に顕著な反応が現れる。 

 

 

４）保有者 

特定した 2 つの周波数から得られる比抵抗値から地下水帯水層を抽出する技術は、経験則に基づきに

これまで株式会社セウテック（代表者 房前友章）が開発を行ってきた。今回の新しい手法は、房前友

章と数名の研究者により発明された技術である。 

  

図 15  特定の 2周波数による比抵抗分布図 
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（３－２）放射性核種の観測 

１）特徴 

Ge半導体検出器は汎用性のあるガンマ線検出器であり、エネルギー分解能が高く、極めて感度が高い

という特徴を有しているため、地表面や、地中の極微量な放射能核種のスペクトル分析と強度分析に広

範囲に用いられている。その GE半導体法は、図 16の通りである。つまり、原発事故由来の放射性核種

の地表からの核種移行挙動を把握、評価可能な技術である。 

 

図 16 地表面の迅速な放射性核種及び濃度分析方法（Ge半導体法） 

 

２）仕様 

原子力の分野では、汚染された原子力発電所等の規制解除に必要な土壌の汚染濃度基準の適合検査に

おいて重要な機器となっている。広範囲の面積を対象とした測定を行う場合は、見込み角度 120°程度

のコリメータを用いて地上高さ 1m で走行しながら、面的に測定する。地中試錐の場合は所定深さ位置

での計測ができる。 

 

３）性能 

Co-60 に対して 10μSv/年（概算：0.1Bq/g 又は 0.1Bq/cm2）の数値が通常の汚染有無の基準となって

いるが、測定としてはその 1桁程度下での検出感度がある。 

 

４）保有者 

本技術の保有者は、放射線計測機器会社（日立アロカ社、富士電機、Siemens社、他多数）、原子力機

器メーカ全般、原子力発電所等施設（主に海外機関）である。 

東京電力福島第一サイトでの汚染検査対象核種が Sr-90 等の難測定核種の場合、Sr-90 等の核種と

Co-60 等の容易に計測できるガンマ核種との間の相関原理を利用するスケーリング法によって迅速な評

価が可能となる。 
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２．備考 

（１）現在及び将来の地下水・放射性核種の循環解析 

１）開発・実用化の状況 

本解析システムは、既に開発済みであり、表 7の通り、適用実績がある。 

 

表 7  水循環解析結果の政策への適用事例 

適用分野 解析結果の政策への適用事例 

水資源・水循環管理  表流水地下水総合管理の条例化を目指して正常流量の設定 

 地下水涵養量の把握、地下水の管理水位の把握、渇水時の揚水削減基準

の把握、新規産業立地の可否の検討 

 水源涵養施策の効果検証、効果的な施策立案の検討 

 表流水、地下水一体管理の方向性の検討 

 流域での水管理計画の立案 

自然再生・水循環再生 魚類等の生息生育環境を育む流域水循環の保全、再生対策立案  

重要地下水源地域の保全・管理。 

水害対策  台風経路の僅かな違いによる利根川の流出変化の予測、住民説明会で江

戸川区の潜在的水害リスクを説明。 

 区内保水機能の評価、総合治水施策の効果予測、ゲリラ豪雨の対策。 

地盤沈下 水循環域での地下水流動動態の解明、地盤沈下の影響予測、地盤沈下の進行

を抑制するための表流水・地下水一体の利用計画、導水利用計画。  

放射性物質の移転  放射性濃度が高い地域と低い地域の把握、評価 (実施中)  
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また、公益財団法人リバーフロント研究所による水循環解析業務の内、当財団の機関誌「リバーフロ

ント」vol.74で公表されているのは、「熊本地域における水循環機構について」、「木曽川流域における

健全な水循環系の構築に向けて」である。それらの抜粋を以下で示す。 
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２）開発・実用化に向けた課題・留意点 

既に開発済みの技術である。現行の解析システムは、汎用型コンピュータの並列計算で構成され

ており、更に高度な計算を実施する上で、スーパーコンピュータによる解析も可能である。 

 

３）その他 

一般公開されている技術である。
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（２）現在及び将来の地下水・放射性核種の可視化 

１）開発・実用化の状況 

2013 年の IEEE R10-HTC2013 Technical Sessions にて発表した「Water Resource Cycle Simulation 

System」、2012 年 9 月号の日立評論にて発表した「水資源循環シミュレーションシステム」は以下の通

りである。 
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２）開発・実用化に向けた課題・留意点 

既に開発済みの技術である。 

将来的な発展性として、開発投資が必要ではあるが、システム開発をすすめることで、①現在コンピ

ュータ画面上で可視化している成果を空間上の立体映像としての表示可能、②表流水や地下水の流動、

土砂移動、放射性核種の移流拡散に加えて、地震の波動等の他分野の可視化でも応用可能である。また、

開発投資が必要ではあるが、福島第一原発近傍で収集したデータを東電内に構築する解析システムに転

送し、解析することで、その結果を可視化することが可能となる。 

 

３）その他 

DioVista上に地下水を可視化できる技術を開発したのは株式会社日立製作所である。このDioVISTA 

Groundwaterの製品形名は「C-DS2C-DVGW」である。 
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（３）現在の地下水・放射性核種の観測 

（３－１）地下水の観測 

１）開発・実用化の状況 

平成 21 年 10 月に農業農村工学会九州支部主催で開催された『第 90 回農業農村工学会九州支部講演

会』において発表した溜池漏水調査と対策工事に関する論文は以下の通りである。 
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２）開発・実用化に向けた課題・留意点 

既に開発済みの技術である。 

 

３）その他 

 

申請中の特許は以下の通りである。 

申請機関 日本国特許庁(JP) 

特許出願公開番号 特開2011-112357(P2011-112357A) 

公開日 平成23年6月9日(2011.6.9) 

出願番号 特願2009-265880(P2009-265880) 

出願日 平成21年11月24日(2009-11.24) 

 

 

申請機関 日本国特許庁(JP) 

特許出願公開番号 特開2003-227877(P2003-227877A) 

公開日 平成15年8月15日(2003.8.15) 

出願番号 特願2002-67670(P2002-67670) 

出願日 平成14年2月5日(2002.2.5) 
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（３－２）放射性核種の観測 

１）開発・実用化の状況 

（財）原子力発電技術機構 廃止措置技術総合調査委員会編「廃止措置技術ハンドブック、除染・解

体・再利用編（平成19年5月）」の共同執筆者の1人に、公益財団法人原子力バックエンド推進センター

（前組織：財団法人原子力研究バックエンド推進センター）の技術開発部部長が参画した。 

 

 

(全体で約600ページ) 

 

 

２）開発・実用化に向けた課題・留意点 

汎用機器であり、特に、課題となる技術的問題はない。 

 

３）その他 

特にない。 
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